
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 5年度 事 業 報 告 書

特立」 利活動法人 サニーサイ ド
1 事業の成果

令和 5年度は新型コロナウイルス感染症の位置づけが 5月 8日 から「5類感染症」に引き下げになっ

た事でコロナ禍以前の生活に戻りつつあることを実感しています。

令和 4年 4月 から虐待防止が義務化、令和 5年 4月 から身体拘束等防止が義務化になりました。

介護や相談支援を行う上で小さな気づきを大事にするよう心がけて参りました。

訪間介護事業 (障害、介護保険、地域生活支援)は令和 4年度と比較して売上金額が増加しています。

要因としては訪問時間数と利用者の増加が結び付いています。外出自粛の規制緩和による支援依頼が

増えてきました。また積極的に新規利用者確保のための人材育成及び介護者に訪間できる現場を増や

す為に、スケジュールの見直し、各サービス担当者どうしによる意見交換、介護者の育成等の土台と

なる部分の強化を意酸した一年となりました。

しかし、4年度に引き続き人材不足は解消されることはなく、むしろ従事者数は減少傾向にあリー人

辺り(常勤)の訪間時間数の負担が増加していると言えます。その為、従事者の体調不良によるスケジ

ュール調整の対応や、サービスや事業者内に係る必要書類作成の時間確保、及び外部研修の参加の機

会の増加による支援員の能力向上等サービス以外の部分が余裕のある状態ではないのが現状の課題と

してみえてきます。

インターネットサービスを使った求人募集の更新、相談支援やケアマネジャー等の各機関との連携及

び情報交換等の、引き続き早急な従事者の確保が次年度も必要となります。

相談支援は、遠方のグループホームに入居された方が 1人おられ、相談支援事業所を遠方のグルー

プホームの地域で探し、引継ぎを致しました。 就労継続支援 B型に通所していた方と就労移行支援

に通所していた方がおり、人間関係のトラブルにより利用されなくなられた方と定着支援の利用者で

他に移行された方がおり計画相談を終了しました。 その結果、利用者は 4人減りました。 また、

他害のある利用者は練馬区ではどこも受け入れてもらえるグループホームがなく、他県で居住先、医

療、通所先等一から構築しております。日々、相談支援の重要性と難しさを感じました。利用者数は

減りましたが、問題行動のある方、病状が安定せず、支援関係者と連携を常に図り、対応しています。

令和 5年度の就労支援の部門は、第二者評価で支援力があり、一人一人丁車に専門性を持ち、対応

してきました。しかし、売上には反映せず 1,000万円以上の赤字となりました。今後の目標達成が必

須です。

令和 6年 2月 23日 に映画『いただきます 1』『いただきます 2』 2作品上映会を開催しました。この

作品は食育と発酵をテーマにしたエンターテインメントドキュメンタリーで、笑顔で味嗜作りや農作

業に取り組み、その味暗や野菜で作った給食を美味しそうに食べる国児たちの姿に癒されながら、今

後の食や子育てについて考えていただくきつかけになったのではないかと思います。

子育て支援事業としてはコロナ禍の影響もあり、5年ぶりの開催となりましたが、多くの方々に足を運

んでいただきアンケートも概ね好評でした。シリーズ 2作品を一日で観られる貴重な機会ということ

もあり2作品観て行かれる方が殆どでした。



今回は保育や教育関係の方々に多く足を運んでいただきましたが、実際の子育て中の親御さん達が少なめだ

った為、子育て中の方でも参加しやすいようなプログラムも今後は企画していきたいと思います。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 1,000 】千円)
足欣
さ
事

に記載
れた
業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

ホー ムヘルパ

ー派遣事業
自費による介護派遣緊急
一時保護による介護派遣

毎 日

24時間

練馬区

東村山
9人

自費に

よる介

護依頼

の利用

者

4人 1,641

介護保険
訪問介護事業

介護保険訪問介護
毎日

24時間

練馬区

世田谷区

東村山市
11人

介護依

頼の利

用者

8人 2,515

介護保険居宅
介護支援事業

ケアプラン作成 毎月

練馬区

世田谷区

東村山市
0

子育てが成長
する過程で親
が関わりきれ
ない部分を親
と一緒になっ
て関わってい
くプログラム
を開催する事
業

講演会 (発達が気になる子
どもの行動理解と発達支
援 )

随時 練馬区 6人

練馬区

公共施

設

76人 281

障害者や高齢
者の日常生活
の中で必要と
する介護や 日
常生活用品、
住宅改造の方
法およびその
制度の相談

介護や 日常生活用品の相
談等 随時 近隣 0 0 0

住宅改修事業 住宅改修等の相談 随時 近隣 0 0 0

介護保険福祉
用具貸与事業

介護保険福祉用具貸与 随時 練馬区 0 0 0



福祉用具販売
事業

介護用グロープ 随時 練馬区 0 0 0

障害者総合支
援法に基づく
障害者福祉サ
ービス事業

障害者総合支援法による
介護派遣

毎日

24時間

練馬区

世田谷区

東村山市

東久留米

市

西東京市

31人 39人 介護依頼の利用者
57,853

障害者総合支
援法に基づく
相談支援事業

サービス等利用計画作成、
一般相談 随時

練馬区

新宿区

江戸川区

清瀬市

西東京市

八王子市

2人 26人 970

障害者総合支
援法に基づく
地域生活支援
事業

地域生活支援事業による
移動支援事業

日中のガ

イ ド̂、ル

プ

練馬区 20人

介護依

頼の利

用者

32人 5,593

障害者総合支
援法に基づく
就労移行支援
事業

障害者の就労移行支援
就労定着支援

平 日

週 5日

練馬区

近隣
5人 6人 8,036

障害者総合支
援法に基づく
就労継続支援
A型事業

障害者の就労継続支援
平 日

週 5日

練馬区

近隣
13人 8人 20,485

障害者総合支
援法に基づ く
就労定着支援
事業

就労サポ
着する為 |

=卜 後に就労定
に支援する 年/1回

練馬区

板橋区
2人 3人 842

地域で生活す
る人が障害者
(児 )に 理解
を深めるため
の交流活動

クリスマスイベント
年/1回

練馬区

板橋区

東村山市

新座市

0人 0 0

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 活動計算書 (その他事業が生い場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人サニーサイ ド

1,458,000
183,000

ホームベルパー派遣事業
ヘルパー人件費
コーディネータ人件費

介護保険 訪問介護
ヘルパー人件費
コーディネータ人件費

介護保険 居宅介護支援事業

子育て支援事業

障害者、高齢者が必要とする住宅改修の方法と相談

住宅改修事業

介護保険福祉用具貸与事業

福祉用具販売事業

障害者総合支援介護給付

1

2,059,200
455,803

0

0

0

0

0

0

60,000
4,000

正会員受取会費
賛助会員受取会費

2 受取寄附金
受取寄附金
施設等受入評価益

3 受取助成金等
受取補助金

4 事業収益
ホームヘルパー派遣事業 (一時特例介護 )
介護保険 訪問介護
介護保険 居宅介護支援事業
子育て支援事業
障害者、高齢者が必要とする住宅改修の方法と相談

住宅改修事業
介護保険福祉用具貸与事業
福祉用具販売事業
障害者総合支援介護給付
相談支援事業
地域生活支援事業 (ガイ ドヘルプ)

助成金収入

補助金収入

就労移行支援事業
就労定着支援事業

就労継続支援A型事業
地域交流活動

142.137.916

0

50

0

0

0

0

18

59

1,366,839
8,825,964

1,366,638
13,632,950
1,083,506
3,406,280
1,591,249
1,003,827
8,252,795

0

101,548,4

5~ての他の収益
受取利息

貸付利息

青オニ売上高

赤オニ売 L高
雑収入

427

19,745
258,174
10,573,484
738,9051

11.590.735

153.792.651

A

=業
費

「

~爾 盤_____坐 土二 L_



ヘルパー人件費
コーディネータ人件費

相談支援事業
相談支援専門員人件費
サービス提供責任者人件費

地域生活支援事業 (ガイ ドヘルプ)
ヘルパー人件費
コーディネータ人件費

就労移行支援事業
支援員人件費
サービス管理責任者人件費
利用者工賃

就労定着支援
支援員人件費

就労継続支援A型事業
支援員人件費
サービス管理責任者人件費
利用者賃金

地域交流活動

51,835,888
6,018,000

820,000
150,000

4,703,500
890,0()0

5,560,620
2,340,000
135,630

842,792

13,243,572
2,231,370.

5,010,510

0

2

1)人
職員、登録ヘルパー手当
事務員人件費
賞与

賞与 (就労支援 )
退職給付費用

福利厚生費
福利厚生費 (就労支援 )

2,689,643
2,700,865
10,964,651
1,722,111

0

1,529,627
19,272

(2)法 定福利費
通信費
通信費 (就労支援 )

荷造 運賃
荷造 運賃 (就労支援 )
水道光熱費
水道光熱費 (就労支援 )
旅費交通費
旅費交通費 (就労支援 )
広告宣伝費
広告宣伝費 (就労支援 )

接待交際費
事務消耗品費
事務消耗品費 (就労支援 )
自然災害消耗品
自然災害消耗品 (就労支援 )

備品消耗品費
備品消耗品費 (就労支援 )

感染症対策備品
感染症対策備品 (就労支援 )

新聞図書費
新聞図書費 (就労支援 )
印刷 経費
印刷 経費 (就労支援)
修繕費
修繕費 (就労支援 )

14,490,063
1,212,418
279,16:|

1,528

255,379
1,031,294
1,295,083
643,787
1,190,000

0

0

412,161
152,966
0
0

1,154,8301

654,128.

109,937
0

01

2,5961

74,476
0

784,769
73,1801

(2)その他経費
事業費
期首棚卸高
青オニ仕入高
赤オニ仕入高
期末棚卸高

5.303.023

1,177,922
12,886
5,591,963
1. I,9.11ヽ

103,240,908費計



家賃、地代

家賃、地代 (就労支援 )
車両燃料費
車両燃料費 (就労支援 )
保険料
保険料 (就労支援 )
租税 公課
租税 公課 (就労支援 )
諸会費
慶弔見舞金
リース料
リース料 (就労支援 )
支払手数料
支払手数料 (就労支援 )
管理 諸費
管理 諸費 (就労支援 )
減価償却費
減価償却費 (就労支援 )

貸倒引当金繰入

雑費
雑費 (就労支援 )
固定資産除却損
雑損失
雑損失 (就労支援 )

2,937,300
4,260,000
105,817
105,612
1,077,960
224,730
13,181

1,884

192,000
0

132,000
132,000
303,323
33,979
310,728
334,000
56,176
108,858
150,000
1,396,228
1,156,052

0

0

48,218

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

887

2 の

159 7

154

)当 期 経

'

] 増1減 額

140,000入 人

D

産売

益修正

140C

び人

正 産

+

正

民

災害損失

VυZ

層
~爾~

員ブ

|

1 
減



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 サニーサイ ド

46,817,512

186,778

1,569,196

2

2 の

31,000

720,196
849.000

1)

の

現金

預金

売掛金

未収金

貸倒引当金

棚卸資産

商品

前渡金
立替金

14,703
1

126,880
45,194

5,912,017
40,905,495
26.589,108

0
-15().001:)

1,479,748
31,000
0

26,439,10

1,479,74

建物附属設備
車両運搬具

仕器備品
一括償却資産

敷金
長期貸付金

【A】 資 ①+② 76.523,342産 合 計

買掛金
従業員給料、利用者賃金、工賃未払金
賞与
社会保険
光熱費、使用料金未払金
その他の補助
預り金 (雇用保険、社会保険、源泉所得、市区民税)
積立金 (手数料 )
仮受金
未払法人税等 17,213,100

2

+

1

l 076 000

B-1

73,796
8,749,537
3,958,410
1,689,520
310,704
504,310
346,823
434,000
0

70,000

の

一当 正味財産 ,,902 2(,6

65,212,478
B-2

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 76.523,342

■■■



書式第 16号 (法第 28条関係 )

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、

計算書類の注記

特定非営利活動法人

事 業 報 告 用

サニーサイド

令和 5年度

によっています。

(1)棚 卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によつています。

(2)固 定資産の減価償却の方法
車両運搬用具及び什器備品の減価償却は定率法によっています。

(3)引 当金の計上基準
・退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生している

と認められる金額を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて

計算しています。
・ 貸倒引当金

介護派遣の利用者負担金の平均月額で未払があった場合に算定している。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスを受入れは、活動計算書に計上しています。

(5)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方法式よっています。

2.事業別損益の状況

円 )

障害者福祉相
談支援事業

地域生活支援
支援事業

小計介護保険訪問
介護事業

子育て支援事
業

障害者福祉介

護サービス事
業

科 目
ホームヘル
パー派遣事業

1,366,638 13,632,950 126,800.2498,825,954 59,450 101,548,4181,366,839

1,366,638 13,632,950 126,800,2491,366,839 8,825,954 59,450 101,548,418

69,431,303

0

1,410,500

9,289,669

10,494,903

100,000

0

0

15,000

0

58,751,800

0

1,160,372

6,380,175

9,116,634

870,000

0

31,562

600,648

256,374

5,593,500

0

158,870

1,921,639

622,597

1,641,000

0

31,774

156,943

186,374

2,475,003

0

27,922

215,264

312,924

8,296,606 90,626,3753,031,113 115,000 75,408,981 1,758,5842,016,091

102,251

700,104

653,147

29,014

587,896

506,792

4,357,660

37,025

29,065

109,193

69,255

59,092

87,312

50,352

351,000

1,000

22,065

128,893

335,752

9,895

235,312

99,502

2,124,600

15,000

203,211

1,078,797

1,169,102

102,917

1,025,644

745,669

8,271,760

55,125

22,065

89,514

41,890

2,445

52,312

21,332

584,200

1,000

27,265

50,593

63,058

2,471

62,312

67,191

672,600

1,000

500

500

6,000

0

500

500

181,700

100

2,971,019 12,652,225814,758 946,490 189,800 6,973,889 756,269

82,382,870 2,514,853 11,267,625 103,278,6002,830,849 3,977,603 304,800

2 365 325 23 521,649-1,464,010 4,848,351 -245,350 19,165,548 -1,148 215

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

退職給付費用

福利厚生費

法定福利

賞与

人件費計
(2)そ の他経費
光熱費

旅費交通費

通信費
車両燃料費

保険料

修繕費

諸経費

減価償却費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額
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令和 5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 サニーサイ ド

重要な会計方針

計算書類の作成は、 によっています。

(1)棚 卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によっています。

(2)固 定資産の減価償却の方法
車両運搬用具及び什器備品の減価償却は定率法によっています。

(3)引 当金の計上基準
・退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生している

と認められる金額を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて

計算しています。
・ 貸倒引当金

介護派遣の利用者負担金の平均月額で未払があった場合に算定している。

)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスを受入れは、活動計算書に計上しています。

(5)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方法式よっています。

2.事 業別損益の状況
(単 :円 )

小計
定着支援事
業
地域交流事業 事業部門計障害者就労移

行支援事業
障害者就労継
続支援A型事業科 目

4,489,786

138,126,059

12,020,849

1,003,827

4,489,786

138,126,059

12,020,849

1,083,506

1,591,249

258,174

3,406,280

8,252,795

10,573,484

154,636,694 154,636,6941,003,8272,932,929 22,232,559

100,000

98,795,797

0

1,429,772

11,741,645

12,217,014

98,795,797

0

1,529,772

11,741,645

12,217,014

20,485,452

0

12,462

1,568,125

1,027,222

842,792

0

980

85,000

112,348

8,036,250

0

5,830

698,851

582,541

124,284,228100,000 124,184,2289,323,472 23,093,261 1,041,120

1,235,005

1,723,084

1,448,771

208,529

1,250,874

819,349

14,824,543

164,034

1,235,505

1,723,584

1,449,271

208,529

1,251,374

819,849

14,824,843

164,084

217,000

200,841

27,662

10,898

59,644

18,134

1,020,528

18,028

760,039

254,866

233,160

88,036

118,490

42,480

10,547,798

80,931

54,255

188,080

18,347

6,678

46,596

12,566

287,180

9,900

500

500

500

0

500

500

300

50

1,572,735 21,674,189 21,677,03912,125,800 623,602 2,850

145.858,417 □理夏璽団10,896,207 35,219,061 1,664,722 102,850

曰囲田囲 田囮亜□ 8,675,427-7,963,278 -12,986 502 -660 895

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

退職給付費用

福利厚生費
法定福利費

賞与

人件費計
(2)そ の他経費
光熱費
旅費交通費
通信費
車両燃料費

保険料
修繕費

諸経費

減価償却費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 …■■口憂国■|■曰回閻■



書式 16号 (法第 28条関係 )

重要な会計方針

計算書類の作成は、

計算書類の注記

特定非営利活動法人

事 業 報 告 用

サニーサイド

令和 5年度

によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によつています。

(2)固 定資産の減価償却の方法
車両運搬用具及び什器備品の減価償却は定率法によっています。

(3)引 当金の計上基準
・退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生している

と認められる金額を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて

計算しています。
・ 貸倒引当金

介護派遣の利用者負担金の平均月額で未払があった場合に算定している。

)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスを受入れは、活動計算書に計上しています。

(5)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方法式よっています。

2.事 業別損益の状況
円 )

■

―
ヨ

ロ

〈

ロ小計事務費 管理部門科 目

64,000

4,489,786

137,648,130

11,590,735

64000

759,077

64,000

759,077

153,792,651823,077823,077

103,328,393

0

1,548,899

14,490,063

12,686,762

0

0

45,362

523,316

195,374

4,532,596

0

119,127

2,748,418

469,748

4,532,596

0

73,765

2,225,102

274,374

132,054,1177,869,8897,105,837 764,052

1,286,673

1,938,870

1,491,587

211,429

1,302,690

857,949

20,456,538

165,034

29,658

97,893

20,016

1,455

21,264

20,000

104,752

500

22,010

117,893

22,800

1,445

30,552

18,600

74,220

500

51,668

215,786

42,816

2,900

51,816

38,600

178,972

1,000

27,710,770583,558295,538 288,020
159,764,8877,401,375 1,052,072 8,453,447

田囲田田田曰国国E四曰 田団回図□四 ∝B

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

退職給付費用

福利厚生費

法定福利費

賞与

人件費計
(2)そ の他経費
光熱費
旅費交通費

通信費

車両燃料費

保険料

修繕費

諸経費

減価償却費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

… …

   
… …



3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
(単位 :円 )

内容 金額 算定方法



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳
(単位 :円 )

6.借 入金の増減内訳
(単位 :円

役員及びその近規者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単位 :円

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の核分方法

円

8

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額科 目

14,703

1

126,880

849,000

720,196

0

0

45,194

1,710,780 45,194

有形固定資産

構築物

車両運搬

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

貸付金

合計

期末残高科 目 期首残高 当期借入 当期返済

合計

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

科 目

計算書類に

計上された

金額

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 5年度 財産目録
事 業 報 告 用

A

1

薫 灯

楊|
墨雰全
そ鑢の鋤

ヱ薔全

46,817,512

l

16

2

5

110,160
476.112
378,360
149.240
370,906
878,730
77,256

138,902
9.442 26.589.108

0

31.000
0

26,439,108

31,000

棚卸資産

商品 1,479,748    1,479,748

2
1 形

車両運搬具 1

14.703

126.880

45,194

建物付属設備

什器備品
パソコン
ー括償却資産

2
敷金

長期貸付金
1lp,o∞

720. 196

76.523.342

【: -1 の

[動負債

買掛金 73.796 73,796

未払金
従業員給料、利用者工賃未払金 (4月 支払予定)
電話、NTT、 コピー機
水道、ガス
アスクル

賞与
社会保険未払い

補助金
その他の補助
預り金
雇用保険、社会保険、源泉徴収税、市区民税等
積立金、手数料
仮受金

未払い法人税等

16.288,481

346,823
434,000
0

346,823
434,000
0

70,000 70,000

|

| 17.213 10(

ｒ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｌ
宝固

|

|

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 17.213.100

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 59.310.242

特定非営利活動法人サニーサイド

5,912,017
0

15,663.157
291

8,499.204
4,252,115
12,490.728

【A】 資 産 合 計 ①+②

8,749.537
125.281
78.102
107.321
3,958.410
1.689.520
1,076.000
504,310

合  :+
: の



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和5年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事彙年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人サニーサイ ド

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1 c)・ 監事
サトウマリコ 令和 5年

令和 6年

4月 1日

3月 31日

年   月   日

年  月  日佐藤真理子

2 (:夢・監事
ベッシニイナ 令和 5年

令和 6年

4月 1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日別司新奈

3 ⊆3)・ 監事
** =-az'< = | 令和 5年

令和 6年

4月 1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日大西誠

4 C)・ 監事
トクナガエミコ 令和 5年

令和 6年

4月 1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日徳永恵美子

5 理事・⊂>
シゲノブヨシエ 令和 5年

令和 5年

4月 1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日重信好恵

6 ∈〕・監事
タムラカズヤ 令和

令和

5年

6年

4月  1日

3月  31日

年 月

月

日

日年田村和也

7 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年1   月   日

8 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年  月  日

年1   月   日

9 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年:   月   日

10 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年=   月   日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_サニーサ

氏   名

1
佐藤真理子

2 別司新奈

3 重信好恵

4 豊田幸江

5
徳永恵美子

6 普門江利

7
田村和也

8 長島奈保美

9 大西誠

10 梶谷周平

11
三浦健

12 金子万里



書式第4号 (法第 10条 。第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 サニーサイド

氏   名

13
桑野廣子

14
西澤祥美

15
小林和也

16
長田大二郎

:7
楠和夫

18
草地正

19 國島正美

20 塩田加奈子

21

22

23

24




